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遠田雄志箸『組織を変えるく常識>』

＜書評＞

遠田雄志箸『組織を変えるく常識>』中央公論新社、2005年３月

村田潔

1．組織の適応

本書は組織認識論の視点から組織の環境適応性にアプローチするものである。論説の中

心となるのは筆者が案出した組織の適応モデルであり、さらにそれを用いて組織の認識特

性が組織の存続と成長にいかなる影響を与えるのかが論じられる。

環境適応とはいっても、本書におけるそれは転変・流転する環境に対する組織の受動的

な適応を意味するものではない。すなわち、物理的客体としての環境の存在を想定するの

ではなく、「組織の環境は、組織から独立してもとからそこに確固として存在していたもの

というより、自らが主体的に築き上げたもの」（41頁）として措定される。

他方、組織は規律性と持続性、さらに適応性を持つものとして特徴づけられる。組織メ

ンバーの協同は規律性の存在によって実現され、規律性はそれを成立させるのに十分な意

味世界の共有によってもたらされ、意味世界の共有は組織メンバー間のコミュニケーショ

ンを通じて実現される。そして組織が共有する意味世界は組織メンバーが変わろうとも維

持されるという意味で頑健なものであり、このことが組織に持続性をもたらす。組織とは

共有された頑健な意味世界、つまり組織の「常識」を人々の間に構築する装置である。

組織においては常識が環境を「想造」する。すなわち、「組織によって主体的に想像され

た環境像が実際の環境を創造し、その創造された環境が今度は組織を拘束する」（２０頁）

のである。組織がその価値体系あるいは世界観に導かれて認識された環境の中で行動し、

そのことが環境を生成し、生成された環境が組織の価値体系を作っていく。組織認識論の

面目躍如たるこの主張はGiddenB(1976)の構造化理論を連想させる。さらに著者は、常識

は変化しにくいものであり組織の安定性とアイデンティティーの源泉となる一方で、組織

が想造した環境にはライフサイクルがあり、想造した環境の消滅とともに企業が消えてし

まわないためには常識を更新していく必要があることを指摘する。かくして「組織の適応

とは､常識を次々と更新することによって、盛衰する環境を途切れなく想造してゆくこと」

（７９頁）と定義される（なお、このことを示した図２．５（５０頁）は、縦軸が何を表すのか

が明記されていないため、評者にはかえって分かりづらいものであった)。「変化する」で

はなく「盛衰する」環境という表現は、環境が想造されるものであり、想造された環境が

いつまでも有効とは限らず、したがって組織の常識にも有効期限が存在しうることを強調

しているものと理解できる。常識は常識ゆえに組織の安定性をもたらす一方で、組織を危
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機に陥れうるというアンピバレントな性質を持つのである。

環境の盛衰がなぜ発生するのかという点については本書に明確な記述はない。しかし、

世界には１つの組織だけではなく多数の行為主体が存在し、個々の行為主体がそれぞれの

常識に基づいて環境を想造していることを考えれば合点がいく。こうしてみると、組織間
競争とは組織の常識間の競争であると考えることができるであろう。

2.常織の維持と更新

著者の示す組織の適応モデルでは、常識の更新という組織革新の局面において、常識は

想造された環境の変質と終焉を感知するための役割をも果たす。すなわち、常識に従った

行動を変化・衰退した環境の中でとれば予期したものと異なる結果を招き、これが不安を

呼び起こすことになる。組織の中の人々の不安をもたらす予期せざる結果は多義的に解釈

され、多様な解釈が主としてインフォーマルコミュニケーションを通じて交換されること

により、「互解」（相互理解）の形成がうながされる。そして互解が常識の欠陥や弱点を明

らかにすることによって常識の信頼性を低め、従来の常識は新たな常識へと更新される。

こうした論理展開は、「常識」を「秩序」に置き換えれば、システム論における自己組織性

の議論（たとえば、今田（1986)を参照されたい）に通底するものがある。たとえば、常識

は組織というシステムの自己維持機能を保全する一方で、常識が陳腐化し環境に適応しな

くなると自己維持機能がうまく働かなくなり、「ゆらぎ」の増幅とともに新しい常識の形成

という自己組織化がうながされる、といった記述をすれば、本書の論述との類似性を見出

すことができるであろう。組織の先行的適応の議論（第５章）における「不安の植えつけ」

も「ゆらぎの導入」と読み替えることができる。また、「対話が環境を創る」という点では

社会構成主義（socialCOnBtructionism）的な発想も筆者の主張の中に見ることができる。

その一方で本書では、改革・革新を強調する現代経営学の議論ではあまりかえりみられ

てこなかった組織の「変わりがたさ」あるいは安定性が、組織にビルトインされた常識の

頑健性を保全する鎮制（外部からの衝撃の鎮静＋内部変化の抑制）装置という概念によっ

て明確に説明されている。組織の鎮制装置は２つのハードルからなっている。一つは不安

の形成が一定レベルを超えなければ互解の形成にはつながらないという｢未練のハードル」

であり、もう一つは、互解の増加が一定のレベルを超えなければ常識の更新につながらな

いという「臆病のハードル」である。そして、これらのハードルの｢高さ｣という概念を導

入したことが適応、すなわち常識の維持と更新に関する態度をベースにした組織の類型化

（鈍重型、慎重型、性急型、試行型）を可能にしており、このあたりの手並みには鮮やか
なものがある。

組織の分類にからむ議論で興味深いのは、組織の認知と行動の間の論理的一貫性に矛盾

が見られる組織（試行型、慎重型）の方が、論理の一貫している整合組織（性急型、鈍重

型)よりも認識の面において優れているという指摘である｡現代の経営学研究においては、

組織の合理性・首尾一貫性が強調されすぎるあまり、本来矛盾に富み、それゆえに高い多

様性を持ちうる人間組織に真正面から向き合うことが少ないという筆者の醤句は傾聴に値
する。
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3.組織コミュニケーションと互解の形成

組織の適応が実現されるための必要条件である互解の形成のためにはコミュニケーショ

ンが必要とされる。筆者は組織コミュニケーションを常識にかかわる公的コミュニケーシ

ョン（＝教育）と、互解にかかわる私的コミュニケーション（＝会話）とに分類し、組織

においては両者のバランスが適切にとられている必要があると述べている。常識が互解あ

るいはイノベーションの形成にとって不可欠の存在であるという指摘は重要である。この

ことは、組織の知識創造研究（たとえば、Nonakaandnhkeuchi(1995)を参照されたい）

で得られた知見とも符合している。

さらに筆者は、組織が適切な認識をするためのコミュニケーションのあり方について次

のように説明する。「よき組織コミュニケーションとは、・・・①よき組織メンバーが、②

開かれた人間関係のもとで、③豊富な語彙を駆使して行うコミュニケーションである」

（174頁)。そして、「よき組織メンバーは、組織にとって好ましいアイデンティティーを

有しているので、形成される認識も良質のものとなるだろう」（１７４頁）と述べている。こ

こで使われている「適切さ｣、「よさ｣、「好ましさ｣、「良質さ」については、これが誰によ

ってどのように評価されるのかといったことに関する言及はなく、そのため、本書の適応

モデルは組織現象をあとづけで解釈するのには使えても、現実の組織経営の場で（たとえ

思考実験としてでも）常識の更新を行うために適用することができないのではないかとい

う印象を読者に与えることになるかもしれない。しかし、常識の更新局面において従来の

常識（｢適切さ｣、「よさ」などを評価する基準となるもの）の信頼性が低下していることを

考えれば、「適切さ｣、「よさ」などをどのように評価するのかということに関する了解は相

互コミュニケーションの実践においてその参加者の間に立ち現れてくる（emerge）もので

あると理解できよう。

一般に、組織による認識や創造の成否はそのプロセスの中に置かれている誰もが知るこ

とができず、結果から遡及的にプロセスの適切さが評価される。組織経営とは、いわば暗

い道を明かりなしに進んでいくことであるといえるのかもしれない。

4．バーチャル組織と適応モデル

筆者によれば本書は、Ｓｉｍｏｎ(1945)が組織経営研究における視点を「行為から意思決定

へ」とシフトさせたのに対し、「意思決定から認識へ」のシフトを提唱するものである。こ

こで提示された組織の適応モデルは単純な構造でありながら、組織の認識に関する豊かな

説明力と、組織革新を実現するための取り組みに対する豊富な示唆を与えるものであり、

筆者の目指すところはまず達成されたとみなすことができる。他方、現実の組織経営へと

目を転じてみると、情報通信技術の発展と普及を大きな要因としてバーチャル組織が出現

し、組織の境界線があいまいになりつつある。こうした中で、組織の常識と互解、組織コ

ミュニケーションはどのように定義され、また、常識の維持と更新、互解の形成、組織コ

ミュニケーションの実施とはどのような行為であると考えられるのであろうか。本書で提

示された理論の更なる発展を期待したい。
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